
軽費老人
ホーム
（ケアハウス）

低額な料金で食事
の提供、入浴等の準
備、相談及び援助、
社会生活上の便宜
の供与その他の日
常生活上必要な便
宜を提供します。

60歳以上の方で、身体機能の低下等
により自立した日常生活を営むことにつ
いて不安があると認められ、家族による
援助を受けることが困難な方（ただし配
偶者、三親等内の親族等、特別な事情
により当該者と共に入居する必要がある
と認められる者についてはこの限りでは
ない）

入居を希望される施設へ
直接お申込みください。
（60ページ参照）

経過的軽費
老人ホーム
（Ａ型）

低額な料金で食事
の提供、入浴等の準
備、相談及び援助、
健康管理、社会生活
上の便宜の供与そ
の他の日常生活上
必要な便宜を提供し
ます。

60歳以上の方で、身体機能の低下等
により自立した日常生活を営むことにつ
いて不安があると認められ、家族による
援助を受けることが困難な方（ただし配
偶者、三親等内の親族等、特別な事情
により当該者と共に入居する必要がある
と認められる者についてはこの限りでは
ない）

サービスの提供に要す
る費用の入居者の収
入に応じた負担額と生
活費（定額）の合計額

入居を希望される施設へ
直接お申込みください。
（60ページ参照）

入所者の収入に応じた
サービスの提供に要す
る費用の負担額と生活
費（定額）及び居住に
要する費用の合計額

生活支援
ハウス

必要に応じ住居を提
供し、各種相談、助
言を行うとともに緊急
時の対応を行いま
す。また、利用者の
虚弱化等に伴い介
護サービス等を必要
とする場合は、必要
に応じ、利用手続き
等を援助します。

大阪市内に住所を有する60歳以上の
方で、かつ、ひとり暮らしの方、夫婦の
みの世帯に属する方もしくは、家族によ
る援助を受けることが困難な方であっ
て、高齢等のため独立して生活すること
に不安のある方

利用者の収入の階層
に応じた利用者負担
額と光熱水費の実費を
負担してください。

各区役所
（保健福祉センター）
(41～50ページ参照）

高齢者住宅

市営住宅の一部を
高齢者福祉住宅とし
て優先募集していま
す。

市営住宅の申込資格のある次の方
【単身者向け住宅】
　60歳以上の方
【世帯向け住宅】
　60歳以上の方で、次のいずれか
の親族と2名以上で同居しようとする
世帯
① 配偶者
② 18歳未満の児童
③ 身体障がい者、知的障がい者
または精神障がい者
④ 60歳以上の方

※親族には、大阪市ファミリーシップ制
度に基づくファミリー（パートナー）シッ
プ関係にある方を含みます。

家賃
他共益費等

各区役所
（保健福祉センター）
(41～50ページ参照）

申込時期：
　毎年5月頃募集

Ⅸ　住まい

各区役所
（保健福祉センター）
(41～50ページ参照）

養護老人
ホーム

自立した日常生活を
営むことができるよう
に、社会復帰の促進
及び自立のために
必要な指導及び訓
練その他の援助を行
う。

65歳以上の高齢者で、環境上の理由
及び経済的理由により居宅において養
護を受けることが困難な方

申込み・
問合せ先等名　称 内　　　　　容 対象者 費用

入所者の収入及び扶
養義務者の所得税額
等の階層に応じて費用
徴収額を決定し、本人
及び扶養義務者から
費用を徴収します。

37 



福祉局
高齢者施策部
地域包括ケア推進課
電話：6208-9995
FAX：6202-6964

（※１）中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援
に関する法律(平成6年法律第30号)第14条に規定する支援給付の対象

第7段階以上
対象となる高齢者
本人が市民税課税

対象外

各区役所
（保健福祉センター）
(41～50ページ参照）

第1段階
生活保護世帯又は
支援給付対象世帯
(※１)

工事費用のうち
30万円まで給
付
(自己負担なし)

第1～４段階
市民税非課税世帯

工事費用のうち
30万円まで給
付
　(１割の自己
負担あり)

高齢者見守り
付住宅

高齢者の世帯が地
域社会の中で自立
して、安全かつ快適
な生活ができるよう、
その在宅生活を支
援するため、扉の開
閉や家電の使用状
況をセンサー反応等
から自動で異常を検
知することが可能な
見守り機器を設置
し、機器が異常を検
知した場合、緊急連
絡先に通報する機
能を備えた住宅で
す。

【単身者向け住宅】
　60歳以上の方
【世帯向け住宅】
　60歳以上の夫婦のみ
の世帯（一方が60歳以
上であればよい）また
は、すべて60歳以上の
親族で2名以上同居す
る世帯

※単身者向け住宅・世
帯向け住宅ともに自立し
て生活できる方

※親族には、大阪市ファ
ミリーシップ制度に基づ
くファミリー（パートナー）
シップ関係にある方を含
みます。

生計中心者の前年（1月～6月 申請
は前々年）所得税が課税の世帯に
属する場合は、家賃とは別に利用料
として月額2,398円（緊急通報システ
ム利用料含む）を負担いただきま
す。
なお、生活保護世帯や非課税世帯
の場合は無料です。

福祉局
高齢者施策部
地域包括ケア推進課
電話：6208-9995
FAX：6202-6964

申込み・
問合せ先等

高齢者
住宅改修費給
付

介護保険制度の住
宅改修費の支給を
受けて住宅改修を
行うとき、介護保険
制度に関連するが
支給対象とならない
部分の住宅改修が
必要な場合に、その
費用を給付します。

※  ただし、給付額
は工事費(消費税を
含む)を限度とし、1
世帯1回限りです。

要支援または要介護の
認定を受けた高齢者の
いる世帯で、介護保険
制度の「居宅介護（介護
予防）住宅改修費」を申
請した世帯

介護保険料段階 給付額

第5～６段階
対象となる高齢者
本人が市民税非課
税であるが世帯は
課税世帯

工事費用のうち
5万円まで給付
(1割の自己負
担あり)

名称 内　　　　　容 対象者 給付限度額

高齢者ケア付
住宅

高齢者の世帯が地
域社会の中で自立
して、安全かつ快適
な生活ができるよう、
その在宅生活を支
援するため、手すり
の設置、段差の解消
など、安全で快適な
設備・設計を行うとと
もに、安否確認・生
活相談・緊急時対
応・一時的家事援
助・関係機関への連
絡などの在宅支援を
行うライフサポートア
ドバイザー(生活援
助員)が配置された
住宅です。

※R６年度以降は新
規募集しておりませ
ん。

【単身者向け住宅】
　60歳以上の方
【世帯向け住宅】
　60歳以上の夫婦のみ
の世帯（一方が60歳以
上であればよい）また
は、すべて60歳以上の
親族で2名以上同居す
る世帯

※単身者向け住宅・世
帯向け住宅ともに自立し
て生活できる方

※親族には、大阪市ファ
ミリーシップ制度に基づ
くファミリー（パートナー）
シップ関係にある方を含
みます。

家賃とは別に利用料として家賃区分
に応じ、最高月額4,900円を負担し
ていただく場合があります。
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